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科　　　目 第66期末
（2018年3月31日）

第65期末
（2017年3月31日）

（ 資 産 の 部 ）
現 金 4,627,570 4,875,031
預 け 金 421,455,363 412,917,608
有 価 証 券 48,589,448 42,265,476

国 債 28,234,670　　　31,964,941
社 債 6,396,870 1,698,040
投 資 信 託 13,951,866 8,596,453
株 式 6,041 6,041

貸 出 金 380,594,477 378,315,198
手 形 貸 付 3,022,080 2,499,040
証 書 貸 付 367,619,998 366,954,870
当 座 貸 越 9,952,398 8,861,288

そ の 他 資 産 8,043,464 7,973,079
未 決 済 為 替 貸 4,602 61,126
労働金庫連合会出資金 5,600,000 5,600,000
前 払 費 用 43,338 36,919
未 収 収 益 2,091,428 2,011,790
そ の 他 の 資 産 304,095 263,242

有 形 固 定 資 産 5,574,638 5,559,877
建 物 1,630,808 1,558,862
土 地 3,617,220 3,617,220
建 設 仮 勘 定 － 432
その他の有形固定資産 326,609 383,362

無 形 固 定 資 産 75,846 76,433
ソ フ ト ウ ェ ア 54,084 54,278
その他の無形固定資産 21,762 22,155

繰 延 税 金 資 産 809,485 912,570
債 務 保 証 見 返 6,304 7,244
貸 倒 引 当 金 △ 70,613 △ 76,338
（うち個別貸倒引当金） （△ 70,555） （△ 75,149）

資 産 の 部 合 計 869,705,985 852,826,180

科　　　目 第66期末
（2018年3月31日）

第65期末
（2017年3月31日）

（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金 785,824,584 770,834,203

当 座 預 金 40,401 39,263
普 通 預 金 259,652,318 248,134,477
貯 蓄 預 金 12,652,226 12,749,563
別 段 預 金 45,434 40,218
定 期 預 金 513,422,258 509,858,002
そ の 他 の 預 金 11,945 12,678

譲 渡 性 預 金 11,869,436 11,250,735
借 用 金 － －
そ の 他 負 債 1,798,485 1,784,457

未 決 済 為 替 借 4,030 11,183
未 払 費 用 504,108 518,412
未 払 法 人 税 等 429,643 516,083
前 受 収 益 530 44
払 戻 未 済 金 7,001 10,596
払 戻 未 済 持 分 6,677 －
そ の 他 の 負 債 846,494 728,136

賞 与 引 当 金 240,389 248,582
退 職 給 付 引 当 金 2,734,219 2,793,255
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 77,297 74,003
睡眠預金払戻損失引当金 17,137 14,988
債 務 保 証 6,304 7,244
負 債 の 部 合 計 802,567,854 787,007,471

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 4,955,624 4,962,500

普 通 出 資 金 4,955,624 4,962,500
利 益 剰 余 金 61,446,163 60,308,579

利 益 準 備 金 4,974,845 4,974,845
そ の 他 利 益 剰 余 金 56,471,318 55,333,734

特 別 積 立 金 54,608,612 53,408,612
（特 別 積 立 金） （11,208,612） （11,208,612）
（機 械 化 積 立 金） （8,600,000） （8,400,000）
（金利変動等準備積立金） （23,600,000） （23,600,000）
（経営基盤強化積立金） （10,600,000） （9,600,000）
（ 配 当 準 備 積 立 金 ） （600,000） （600,000）
当 期 未 処 分 剰 余 金 1,862,706 1,925,122

会 員 勘 定 合 計 66,401,787 65,271,079
その他有価証券評価差額金 736,342 547,629
評 価・換 算 差 額 等 合 計 736,342 547,629
純 資 産 の 部 合 計 67,138,130 65,818,709

負債及び純資産の部合計 869,705,985 852,826,180

（単位：千円）

貸借対照表

財務諸表
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１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）により行っております。
　満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日
の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により
算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものに
ついては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。

３．有形固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産の減価償却は、当金庫の定める決算経理内規に基づ
き定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属
設備を除く｡）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　建　物  34年～50年
　その他 3年～20年

４．無形固定資産の減価償却の方法
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、
自金庫利用のソフトウェアについては庫内における利用可能期間（5
年）に基づいて償却しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算
額を付しております。

６．貸倒引当金の計上基準
　貸倒引当金は、当金庫の資産査定規程及び決算経理規程に定める
償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当
する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間にお
ける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しており
ます。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残
額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破
綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しておりま
す。
　すべての債権は、当金庫の定める資産査定規程に則り、査定対象
資産の管理部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
査部署が査定結果を監査しております。

７．賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお
ります。

８．退職給付引当金の計上基準
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。
　また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方
法は次のとおりです。

（1） 過去勤務費用
　その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（7
年）による定額法により損益処理を行っております。

（2） 数理計算上の差異
　各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（7年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生年
度の翌事業年度から損益処理を行っております。

９．役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末ま

でに発生していると認められる額を計上しております。
10．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、
預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

11．消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

12．有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額
　有形固定資産の減価償却累計額 7,521,613千円
　有形固定資産の圧縮記帳額 259,795千円

13．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する
金銭債権総額
 91,021千円

14．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する
金銭債務総額
 ー 千円

15．破綻先債権額及び延滞債権額
　貸出金のうち、破綻先債権額は211,527千円、延滞債権額は
1,644,486千円です。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償
却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、
法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号イから
ホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸
出金です。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

16．３カ月以上延滞債権額
　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は142,823千円です。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支
払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞
債権に該当しないものです。

17．貸出条件緩和債権額
　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権､ 延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものです。

18．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額
　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は、1,998,838千円です。
　なお、15. から 18. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額
です。

19．担保に供している資産
　内国為替取引と当座貸越契約に係る担保として、労働金庫連合会
へ定期預け金 41,506,400 千円を差し入れております。

20．出資 1口当たりの純資産額
 13,547円86銭

21．目的積立金
　目的積立金は特別積立金に含めて記載しております。

22．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融
業務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資
産及び負債の総合的管理　（ＡＬＭ）を行っております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様
に対する貸出金です。
　また、有価証券は主に債券及び投資信託であり、満期保有目
的及びその他保有目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、

（第66期末貸借対照表の注記事項）
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市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性
リスクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒さ
れております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

　当金庫は、融資業務諸規程及び信用リスクに関する管理諸規
程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限
度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応な
ど与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか業務統括部により行わ
れ、定期的に理事会へ報告を行っております。また、与信管理
の状況については、内部監査部が監査をしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、財務部において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

②市場リスクの管理
（ⅰ） 金利リスクの管理

　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しており
ます。
　ＡＬＭに関する規程等において、リスク管理方法や手続等の
詳細を明記しております。また、理事会において決定された
ＡＬＭに関する方針に基づき、実施状況の把握・確認、今後
の対応等の協議をＡＬＭ委員会において行い、理事会に報告
しております。日常的には経営企画部において金融資産及び
負債の金利や期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、定期的に理事会に報告しております。

（ⅱ） 為替リスクの管理
　当金庫は、為替の変動リスクに関してＡＬＭに関する規程等
に基づき管理しております。

（ⅲ） 価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会
において決定された余裕金運用方針に基づき、理事会の監
督の下、資金運用規程に従い行われております。
　このうち、財務部では、市場運用商品の購入を行っており、
事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリング
を通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　これらの情報は経営企画部を通じ、理事会及びＡＬＭ委員
会において定期的に報告されております。

（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報
　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影
響を受ける主たる金融商品は、｢預け金｣、｢有価証券｣ のう
ち債券、｢貸出金｣、｢預金積金｣、「譲渡性預金」であります。
　当金庫では、金融資産・金融負債全体の市場リスク量を 
ＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の
範囲内となるよう管理しております。
　当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間240日、信頼区
間 99%、観測期間1200営業日）により算出しており、平成
30年3月31日現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計
値）は、全体で6,145,414千円です。
　なお、当金庫では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を
比較するバックテスティングを定例的に実施し、計測手法の
有効性を検証しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動
をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク
量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激
変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫は、ＡＬＭを通して適時に資金管理を行うほか、資金調
達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価
格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。

23．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額は、次のとおりです（時価等の算定方法については（注1）を参
照）。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株
式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（1）預け金 421,455,363 421,809,477 354,114
（2）有価証券
　　満期保有目的の債券 21,083,370 21,706,220 622,849
　　その他有価証券 27,500,036 27,500,036 ̶

（3）貸出金 380,594,477
　　貸倒引当金（*） △70,613

380,523,864 384,762,237 4,238,373
金融資産計 850,562,635 855,777,972 5,215,336

（1）預金積金 785,824,584 786,160,778 336,193
（2）譲渡性預金 11,869,436 11,872,464 3,027

金融負債計 797,694,021 798,033,242 339,221

（*） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し
ております。

（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産

（1） 預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預
け金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預け入れを行っ
た場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定して
おります。

（2） 有価証券
　債券は業界団体が公表している価格によっております。投資信
託は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ
ております。

（3） 貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を
反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類、
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を
行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま
す。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等に
ついては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見
積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上
の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似し
ており、当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特
性により、返済期限を設けていないものについては、返済見込
み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているも
のと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

金融負債
（1） 預金積金、及び （2） 譲渡性預金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金及び譲渡
性預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・
フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率
は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いておりま
す。

（注2）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
る金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品
の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）
区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式 6,041
労金連合会出資金 5,600,000

合　　　計 5,606,041
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（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年
以内

1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預け金 166,388,463 210,866,900 44,200,000 ̶
有価証券

満期保有目的の債券 4,120,015 16,963,354 ̶ ̶
その他有価証券のうち ̶ 278,137 3,128,712 13,548,170
満期があるもの

貸出金（*） 31,335,874 90,981,376 81,543,198 166,781,629
合　　　計 201,844,354 319,089,768 128,871,910 180,329,799

（*） 貸出金には、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する
債権等、償還予定額が見込めないものを含んでおり、期間の
定めがないものは含めておりません。

（注4）その他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年
以内

1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預金積金（*） 570,381,847 212,538,170 2,904,566 ̶
譲渡性預金 11,569,436 300,000 ̶ ̶

合　　　計 581,951,284 212,838,170 2,904,566 ̶

（*） 預金積金のうち、要求払預金は「1 年以内」に含めております。
24．有価証券の時価、評価差額等に関する事項

　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。
　これらには、貸借対照表の「国債」「社債」等が含まれております。

（1） 売買目的有価証券
売買目的有価証券は保有しておりません。

（2） 満期保有目的の債券
（単位：千円）

種　　類 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 21,083,370 21,706,220 622,849
小　計 21,083,370 21,706,220 622,849

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 ̶ ̶ ̶
小　計 ̶ ̶ ̶

合　　　　計 21,083,370 21,706,220 622,849

（3） 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりませ
ん。

（4） その他有価証券
（単位：千円）

種　　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額
が取得原価を超える
もの

債券 13,048,900 12,406,114 642,785
国債 7,151,300 6,563,540 587,759
社債 5,897,600 5,842,573 55,026

その他 5,880,257 5,268,444 611,812
小　計 18,929,157 17,674,558 1,254,598

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

債券 499,270 500,318 △1,048
国債 ̶ ̶ ̶
社債 499,270 500,318 △1,048

その他 8,071,609 8,316,470 △244,861
小　計 8,570,879 8,816,788 △245,909

合　　　　計 27,500,036 26,491,347 1,008,688

25．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
　該当取引はありません。

26．当事業年度中に売却したその他有価証券
（単位：千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
投資信託 1,718,081 ̶ 97,412

合　計 1,718,081 ̶ 97,412

27．当座貸越契約等
　当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧
客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付ける
ことを約する契約であり、これらの契約に係る融資未実行残高は、
78,202,884千円です。このうち原契約期間が 1 年以内のもの（又
は任意の時期に無条件で取消可能なもの）は34,400,281千円です。
　これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ･
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項が付けられています。

　また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求するほ
か、契約後も予め定めている庫内手続きに基づき顧客の現況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。
　なお、総合口座についての未実行残高は上記の金額のうち
43,802,602千円ですが、定期預金を担保としており債権保全上の
措置をとっております。

28．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、そ
れぞれ次のとおりです。

繰延税金資産
　退職給付引当金 738,239千円
　減価償却限度超過額 207,080
　賞与引当金 　 64,905
　事業税・地方法人特別税引当額 28,523
　その他 　　 　　 64,075
繰延税金資産小計 1,102,824
評価性引当額 　 　 △20,992
繰延税金資産合計　 1,081,831
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金   △272,346
繰延税金負債合計   △272,346
繰延税金資産の純額 　  809,485千円

以上
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科　　　目
第66期 第65期

2017年4月1 日から
2018年3月31日まで

2016年4月1 日から
2017年3月31日まで

経 常 収 益 10,894,363 10,901,472
資 金 運 用 収 益 10,252,826 10,427,993

貸 出 金 利 息 7,039,209 7,091,723
預 け 金 利 息 1,620,626 1,693,969
有価証券利息配当金 637,867 470,963
そ の 他 の 受 入 利 息 955,123 1,171,337

役 務 取 引 等 収 益 343,357 274,214
受 入 為 替 手 数 料 112,949 112,360
そ の 他 の 役 務 収 益 230,407 161,854

そ の 他 業 務 収 益 263,172 164,132
外 国 為 替 売 買 益 57 －
そ の 他 の 業 務 収 益 263,114 164,132

そ の 他 経 常 収 益 35,007 35,131
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 5,725 11,650
そ の 他 の 経 常 収 益 29,282 23,481

経 常 費 用 8,827,328 8,840,381
資 金 調 達 費 用 302,496 331,616

預 金 利 息 291,422 317,850
譲 渡 性 預 金 利 息 11,074 13,617
借 用 金 利 息 － 147

役 務 取 引 等 費 用 1,374,398 1,339,553
支 払 為 替 手 数 料 469,285 445,242
そ の 他 の 役 務 費 用 905,112 894,310

そ の 他 業 務 費 用 112,223 34,191
外 国 為 替 売 買 損 － 17
国 債 等 債 券 売 却 損 97,412 4,855
国 債 等 債 券 償 還 損 13,130 28,428
そ の 他 の 業 務 費 用 1,681 890

経 費 7,023,925 7,125,191
人 件 費 3,953,480 3,977,778
物 件 費 3,011,661 3,082,878
税 金 58,783 64,534

そ の 他 経 常 費 用 14,285 9,829
貸 出 金 償 却 23 153
そ の 他 資 産 償 却 0 1
退 職 手 当 金 1,206 1,332
そ の 他 の 経 常 費 用 13,055 8,342

経 常 利 益 2,067,035 2,061,090
特 別 利 益 － －
特 別 損 失 72,221 30,937

固 定 資 産 処 分 損 72,221 8,548
減 損 損 失 － 22,389

税 引 前 当 期 純 利 益 1,994,813 2,030,152
法人税、住民税及び事業税 485,070 541,848
法 人 税 等 調 整 額 33,286 △ 15,952
法 人 税 等 合 計 518,356 525,896
当 期 純 利 益 1,476,456 1,504,256
繰越金（当期首残高） 386,249 420,865
当 期 未 処 分 剰 余 金 1,862,706 1,925,122

（単位：千円）

科　　　目
第66期 第65期
総会承認日

2018年6月25日
総会承認日

2017年6月26日
当 期 未 処 分 剰 余 金 1,862,706 1,925,122

繰  越  金 （当期首残高） 386,249 420,865
当 期 純 利 益 1,476,456 1,504,256

剰 余 金 処 分 額 1,458,664 1,538,872
普通出資に対する配当金 148,666 148,874

（ 配 当 率 ） （年3%） （年3%）
事業の利用分量に対する配当金 209,997 189,997

支払預金利息に対する配当金 130,198 89,298
受入貸出金利息に対する配当金 79,799 100,699

配  当  負  担  率（注） 19.25% 17.60%
利 益 準 備 金 － －
機 械 化 積 立 金 200,000 200,000
金利変動等準備積立金 － －
経 営 基 盤 強 化 積 立 金 900,000 1,000,000

繰  越  金  （当期末残高） 404,041 386,249

（単位：千円）

 （注）配当負担率＝  普通出資に対する配当金＋事業の利用分量に対する配当金 ×100 当期未処分剰余金

（第66期損益計算書の注記事項）
1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2．出資１口当たりの当期純利益金額 297円83銭

　以上の貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書に
ついては、2018年5月25日に監事の監査を受けております。
また、同年6月25日開催の総会において上記の貸借対照表及
び損益計算書について報告するとともに、剰余金処分計算書
について承認を得ております。
　なお、当金庫は、譲渡性預金を含む一般員外預金残高の
対総預金残高比率が、労働金庫法施行令第1条の4および同
施 行 令第1条の7に定められた「100分の10」以 上 のため、
貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書について、
2018年5月21日に労働金庫法第41条の2第3項に基づく「会
計監査人の監査」を受けております。

　2017年度における貸借対照表、損益計算書および

剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、

および財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認

しております。

 2018年6月26日
 新潟県労働金庫

 理事長 

損益計算書 剰余金処分計算書




